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はじめに

平成20年12月に開催した獣医事審議会計画部会において、今後新たな

『獣医療を提供する体制の整備を図るための基本方針』（第３次基本方

針）を定めるに当たり、留意すべき事項について、獣医療分野ごとに具

体的に議論していく必要があるとされた。

このため、計画部会の下に、①産業動物分野、②小動物分野、③公務

員分野及び④民間・研究分野の４分野のワーキンググループを設置し、

第３次基本方針に盛り込むべき内容について検討することとなった。

小動物分野ワーキンググループは平成21年５月に設置され、計画部会

の委員に加え、関係団体等の関係者の参加を求めて、小動物分野におけ

る獣医療の現状や課題等について、具体的かつ詳細に議論を行った。

本ワーキンググループでは３回にわたり、「小動物獣医療の現状と課

題」、「対応すべき取組（早急に取り組むべき事項、中長期的視点で計

画的に取り組むべき事項）」及び「その他留意事項」等について検討し、

検討結果を｢小動物分野における適切な獣医療の提供体制の整備を図る

上で留意すべき事項｣として取りまとめた。

Ⅰ 本ワーキンググループの基本認識

１ 獣医師の需給状況

本ワーキンググループでは、現在、新規獣医師の過半数が小動物

分野を活動分野として選択しており、今後も新規獣医師が小動物分

野に集中するという予測結果を考慮して検討した。

２ 小動物獣医師の役割

本ワーキンググループでは、小動物獣医師は、飼育動物に対する

診療手法・診療ニーズが多様化し、CT、MRIといった高度な診療機器

や、腫瘍診断、がん治療等の特殊な技術・知識を使う、高度な獣医

療技術の提供も飼育者から求められていることを考慮して検討した。

３ 本ワーキンググループでは、新規獣医師が、小動物獣医師として必

要な基礎技能を習得するとともに、多様な診療ニーズに対応するため、

小動物獣医師に対する研修体制の充実が必要であることを確認した。
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４ 本ワーキンググループでは、多様で高度な獣医療の提供を図って

いく上で、動物看護職等パラメディカル専門職（以下「動物看護職

等」という。）の必要性が高まると予測し、検討した。

Ⅱ 現状と課題

１ 現状の評価

（１）平成20年12月時点での獣医師法第22条の規定に基づく届出状況

によれば、小動物獣医師数は､12,913人（全体の約37%）となって

いる。近年、新規獣医師の約半数が小動物分野に就業している状

況が続いており、平成６年の小動物獣医師数と比較すると約２倍

に増加している。

（２）国民生活の質の向上が求められる中、犬猫等の飼育動物に対す

る愛護思想の普及や飼育動物の位置付けの向上など、飼育者の飼

育動物に対する意識が変化し、飼育者と飼育動物が、より緊密な

関係となっている。その結果、屋内飼育など飼育動物の生活環境

も変化し、飼育動物の寿命が延び、罹患する疾病も複雑になり、

多様で高度な獣医療に対する飼育者の需要が高まってきている。

（３）小動物獣医師による獣医療過誤や飼育者とのトラブル等が増加

傾向にあり、それらを防止するための具体的な対策が求められて

いる。

（４）動物看護職等の必要性は社会的に認識されつつあるものの、処

遇等の労働条件が悪いことから早期離職が多くみられ、動物看護

職等の技術の維持・向上が妨げられている状況にある。

２ 要因の分析

（１）小動物獣医師による獣医療過誤や飼育者とのトラブル等の増加

傾向の原因として、飼育者とのコミュニケーション能力の不足、

獣医師の技能不足、職業倫理感の不足などが挙げられている。そ
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の背景には、①大学教育及び卒後の臨床研修における教育不足、

②小動物分野での卒後研修体制の整備の遅延、③それらに対する

公的支援の不足など、小動物獣医師としての責任感や技術を養成

するための十分な体制が整っていないことが考えられ、このため、

小動物獣医師として必要な獣医療技術等を習得するための体系化

された研修システムの整備が重要であるとの指摘がある。

また、小動物獣医療に関する照会等への行政の窓口が必ずしも

明確でない場合があることや、照会等への対応が必ずしも十分で

ない場合があるなど、小動物獣医療に対する行政側の体制に検討

すべき点があるとの指摘もある。

（２）動物看護職等の早期離職の要因としては、専門教育のレベルが

必ずしも一定でなく、動物看護職等の地位や身分、処遇が不安定

であり、一生の職業とすることが困難な状況にあることが挙げら

れる。

３ これまでの対策

（１）大学卒業後の臨床研修体制の整備

国は、臨床研修の実態を踏まえて、小動物臨床研修診療施設指

定基準の見直しを行い、農林水産大臣が指定する臨床研修施設と

して現在１か所が指定されている。

（２）高度獣医療の導入・普及

国は、放射性同位元素を使用した腫瘍診断を行う核医学など高度

な獣医療を提供するため、高度放射線診療体制の整備のための規

則等の改正を行い、高度放射線診療技術の導入・普及を図ってい

る。

（３）職業倫理教育等の実施

大学の求めに応じる形で、国や自治体は、獣医系大学の獣医学

生を対象とした獣医師の責務等に関する出前講義を行っている。
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Ⅲ 対応すべき取組

小動物分野における獣医療の提供については、質が高く、高度な

獣医療を提供することが飼育者から求められている。

本ワーキンググループでは、この分野における獣医療の提供体制

の整備を図るために、①小動物分野におけるトラブル等を防止する

ために必要な取組、②高度化する獣医療技術に対応するために必要

な取組、③小動物分野の公益性等を主な論点として検討を行い、国、

都道府県、獣医師が組織する団体、関係団体等が連携・協力しなが

ら対応すべき取組について、次のとおり提言する。

Ⅲ-１ 早急に取り組むべき事項

１ 小動物獣医療の質の確保

飼育動物の国民生活における動物飼育への価値観の変化に伴い、

飼育者が求める獣医療の内容は多様化し、医療分野と同様に高度な

技術を飼育者が求めるようになってきている。それらの飼育者のニ

ーズに応える技術を提供するとともに、獣医療トラブルの原因とし

て挙げられている小動物獣医師の技能、職業倫理感やコミュニケー

ション能力の不足といった課題に対応するため、教育・研修体制の

充実を図る必要がある。

（１）大学教育における臨床実習等の充実

大学教育においては、獣医師として基礎的なものから高度な獣

医療に関する知識を習得させるばかりではなく、実践的な獣医療

技術を習得させる必要があるが、現状では臨床実習に必要な動物

や施設等の確保の面で限界がある。また、職業倫理、ターミナル

ケア等を含む動物福祉や法令に関する知識については、現在の大

学教育において教育機会が必ずしも十分ではない状況にある。こ

のことは、獣医療過誤や飼育者とのトラブル等を引き起こす要因

の一つと考えられる。

このため、より実践的な技術を習得できるよう、獣医学生に対
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する臨床実習において実施可能な獣医療行為の範囲を明確にする

ことで、臨床実習の内容を充実させる必要がある。これにより、

獣医学生を獣医療スタッフの一員として診療に携わらせる機会を

与えることが可能となり、学生に獣医師としての責任を自覚させ、

コミュニケーション能力や獣医療技術等のより効果的な習得が期

待できる。このように、一定以上の知識や技術を持った獣医師を

卒業させていくことは、卒後研修における診療技術の効果的な習

得により獣医療の質の一層の向上が期待できるため、獣医師への

信頼性の向上や社会的地位の向上にもつながるものと考えられる。

また、職業倫理、動物福祉や関係法令に関する知識や考え方を

習得させるため、大学は、国や都道府県などの関係行政機関や獣

医師が組織する団体と連携しつつ、獣医療や動物愛護に係る法令

や獣医師としての責務等に関する学生への講義を充実・徹底させ

ていく必要がある。

（２）職業倫理や動物福祉に関する知識や能力を養成するための臨床研

修等の充実

卒後の臨床研修においては、診療に従事しようとする獣医師に

対して、臨床研修プログラム・目標等を明確化し、実際の診療に

必要な技術を身につけさせるとともに、実務上求められる職業倫

理や動物福祉、法令遵守の重要性を再認識させる取組を行う必要

がある。

その他、臨床研修以後も、獣医師が組織する団体において既に

行われている先端獣医療学術研修や講習に加えて、定期的な倫理

・法令遵守講習等の取組を実施していく必要がある。

（３）卒後研修の充実

小動物獣医師に対しては、最新の獣医療に関する知識と技術を

習得させるための研修を充実させる必要がある｡
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（４）専門医の育成の推進

現在、獣医師が組織する団体等においては、専門分野の臨床や

研究を基に独自の資格制度を設け、さらに一般獣医師に向けた教

育、普及といった取組を行っている。これらの取組は、獣医学の

発展及び獣医療の質の向上に貢献するものと考えられるため、諸

外国における専門医認定制度等を参考にし、獣医療分野における

専門医制度の確立に向け、獣医師が組織する団体等の活動を強化

する必要がある。

その際、専門医などによる高度な小動物獣医療を適切に提供で

きるよう、一次診療と二次診療が連携・協力して診療する体制の

構築を併せて図ることが重要である

（５）小動物獣医療トラブル等に対する監視・指導

増加傾向にある小動物獣医療のトラブル等に対する監視・指導

を効果的に実施するとともに、その他、小動物獣医師からの各種

照会に適切に対応するため、自治体や獣医師が組織する団体等は、

小動物獣医療に係る対応・相談窓口を明確にするほか、消費生活

センター等の苦情窓口との連携体制について検討する必要がある。

また、国民生活センターの紛争解決窓口等の活用も有効ではない

かと考える。

さらに、都道府県は、把握した情報を踏まえて行政上必要な指

導を適切に実施するための人員の確保、関係部署との連携強化等

の具体的な対策について検討する必要がある。

２ 動物看護職等との連携

飼育者のニーズに対応した質の高い獣医療を提供するためには、

獣医師と動物看護職等それぞれが専門職業人であるという認識を相

互に深めて、互いの専門知識や技術を獣医療に生かすための連携・

協力のあり方について、獣医師が組織する団体等を中心として検討

することが必要である。
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３ 小動物獣医師の公益性に関する理解醸成

（１）行政窓口の明確化等

飼育動物に由来する人獣共通感染症が発生した際には、早期に

適切な措置を講じる必要があり、万一適切な措置が遅れた場合に

は、当該動物の飼育者に限らず、国民全体の健康に影響を与える

おそれがある。このため、国、都道府県や獣医師が組織する団体

等は、行政の対応窓口や対処方法等の情報提供を行うとともに、

飼育動物に由来する人獣共通感染症に関する診断体制及び連携体

制に関する情報を小動物獣医師、飼育者及び国民に対して提供し

ていく必要がある。

（２）夜間・休日診療体制の充実等

飼育動物の保健衛生の向上、人獣共通感染症への迅速な対応等、

適切な獣医療の提供に資するため、獣医師が組織する団体が中心とな

り、夜間・休日診療に取り組む診療体制の充実を図っていくことが必要

である。

（３）社会貢献への取組の拡充

自治体、獣医師が組織する団体、関係団体等が実施している動

物愛護活動、動物福祉活動、学校施設での動物を介した情操教育

活動や、病院、高齢者福祉施設等での動物介在活動等の社会福祉

活動等、社会貢献への取組の拡充・連携を図るとともに、こうい

った公益活動について国民により一層理解を求めることが必要で

ある。

Ⅲ-２ 中長期的視点で計画的に取り組むべき事項

（１）高度獣医療に対応した適切な臨床研修期間の検討等

近年、小動物獣医師が習得すべき知識や技術等が多様化してい

ることから、飼育者のニーズに応じた獣医療を提供するため、最

低限実施すべき臨床研修内容と適切な期間について検討すること

が重要である。
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（２）動物看護職等に必要な知識・技術水準の検討

現在、動物病院で働く動物看護職等に対しては、関係団体が独

自の資格試験を実施するなどにより、臨床現場で必要な一定水準

以上の知識や技術を習得させる独自の取組を行っている。質の高

い獣医療を提供するために、重要な役割を果たしている動物看護

職等の地位や身分を確立していくため、今後、まず、将来的な統

一資格化に向け、現在関係団体が独自に定めている認定基準の平

準化が図られる必要がある。このため、獣医療における動物看護

職等に必要な教育内容及びそれを確立するための教育体制等につ

いて、獣医師が組織する団体、関係団体等を中心として検討して

いく必要がある。

また、近年の獣医学・技術の進歩、多様で高度な獣医療を提供

するためには、動物看護職等との分業を進めるなど合理的な診療

体制で臨むことが求められる。このため、動物看護職等が実施で

きる業務の範囲についても、教育の内容、教育体制、関係法令等

を踏まえて検討していく必要がある。

Ⅳ その他留意事項

１ 離島・中山間地域等の無獣医地域での獣医療提供体制の充実について

も、今後検討していく必要がある。

２ 今後、獣医師、診療施設等のホームページによる情報提供が増える

と考えられる中、ホームページ情報の適切性の確保に向けて、獣医

師が組織する団体等が中心となって、ホームページによる情報提供

の指針の作成等を早急に検討する取組が必要である。

３ 小動物獣医療においては、人用に承認された医薬品が使用されている

が、医薬品が、より適切に使用されるよう、動物用の医薬品としての承認

をすすめる取組を推進することが望ましい。
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